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第 1章 総  則 

 

第1条 適用範囲 

 １．監理業務仕様書は、国土交通省東北地方整備局が発注する三陸沿岸道路事業監

理業務（以下、「監理業務」という）に適用するものとし、業務に係わる契約書及

び業務設計図書の内容について統一的な解釈及び運用を図るとともに、その他の

必要な事項を定め、契約の履行の確保を図るものである。 

 ２．業務設計図書は、相互に補完し合うものとし、そのいずれかによって定められ

る事項は、契約の履行を拘束するものとする。 

 ３．業務設計図書の間に相違がある場合、監理業務受注者は調査職員に確認して指

示を受けなければならない。 

 

 

第2条 目 的 

本業務は、復興道路等の新規事業化区間の効率的で確実な進捗を図ることを目的とし

て実施するものである。具体的には、工事の早期着工を目指し、工事発注までに必要と

なる業務を対象に官民がパートナーをくみ、官民双方の技術・経験を活かしながら効率

的なマネジメントを行うことにより、事業の促進を図ろうとするものである。 

 

 

第3条 用語の定義 

１．業務契約に係わる部分に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところによる。 

（１）「発注者」とは、分任支出負担行為担当官をいう。 

（２）「監理業務受注者」とは、監理業務の実施に関し、発注者と委託契約を締結した者

をいう。 

（３）「測量・調査・設計業務等受注者」とは、担当工区に係る測量・調査・設計等の

委託業務（以下、「測量・調査・設計業務委託等」という）の受注者をいう。 

（４）「調査職員」とは、契約図書に定められた範囲において監理業務受注者、測量・調

査・設計業務等受注者又は管理技術者に対する指示、承諾または協議の職務等を行

う者で、契約書第８条第１項に規定する者であり、総括調査員、主任調査員、調査

員を総称していう。 

（５）「検査職員」とは、業務の完了の検査にあたって、契約書第２９条第２項の規定に

基づき、業務検査を行うものをいう。 

（６）「監理業務者」とは、本業務を受注して実施する者であり、管理技術者、主任技術

者、技術員を総称していう。 

（７）「管理技術者」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統括等を行う者で、契約

書第９条第１項の規定に基づき、監理業務受注者が定めた者をいう。 

（８）「主任技術者」とは、勤務地に常駐及び業務に専任し、管理技術者のもと業務の執

行にあたり、主に技術上の監理をつかさどる者をいう。 

（９）「技術員」とは、勤務地に常駐及び業務に専任し、管理技術者のもとで業務を担当

する者で、受注者が定めた者をいう。 

（10）「同等の能力と経験を有する技術者」とは、監理業務に関する技術上の知識を有す

る者で、契約書及び仕様書で規定する者又は発注者が承諾した者をいう。 

 （11）「委任」とは全権を与えるものではなく、判断・意志決定については調査職員

の承諾を得て行うものとする。 

（12）「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。 

 （13）「設計図書」とは、仕様書、図面、現場説明事項書及び現場説明に対する質問回答

書をいう。 
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 （14）「仕様書」とは、監理業務仕様書及び特記仕様書（これらにおいて明記されている

適用すべき諸基準を含む。）を総称していう。 

 （15）「特記仕様書」とは、仕様書を補足し、各設計業務等の実施に関する明細又は特別

な事項を定める図書をいう。 

 （16）「図面」とは、入札等に際して発注者が交付した図面及び、発注者から変更又は追

加された図面及び図面のもととなる計算書等をいう。 

 （17）「現場説明事項書」とは、監理業務の入札等に参加する者に対して、発注者が監理

業務の契約条件を説明するための書類をいう。 

 （18）「質問回答書」とは、現場説明事項書及び現場説明書に関する入札等参加者からの

質問書に対して、発注者が回答する書面をいう。 

 （19）「指示」とは、調査職員が監理業務受注者もしくは監理業務受注者が測量・調査・

設計業務等受注者に対し、業務の遂行上必要な事項について書面をもって示し、実

施させることをいう。 

 （20）「請求」とは、発注者又は監理業務受注者が契約内容の履行あるいは変更に関

して相手方に書面をもって行為を求めることをいう。 

 （21）「通知」とは、発注者もしくは調査職員が監理業務受注者もしくは測量・調査・設

計業務等受注者に対し、または測量・調査・設計業務等受注者もしくは監理業務受

注者が発注者もしくは調査職員に対し、業務に関する事項について、書面をもって

知らせることをいう。 

 （22）「報告」とは、監理業務受注者もしくは測量・調査・設計業務等受注者が調査職

員に対し、業務の遂行に係わる事項について、書面をもって知らせることをいう。 

    ただし、測量・調査・設計業務等受注者からの報告にあたっては監理業務者を経

由する。 

 （23）「申し出」とは、監理業務受注者が契約内容の履行あるいは変更に関して、発注者

に対して書面をもって同意を求めることをいう。 

 （24）「承諾」とは、契約図書で明示した事項について、発注者、調査職員もしくは監理

業務受注者又は測量・調査・設計業務等受注者が書面により業務上の行為に同意す

ることをいう。 
 （25）「質問」とは、不明な点に関して書面をもって問うことをいう。 

 （26）「回答」とは、質問に対して書面をもって答えることをいう。 
 （27）「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者と監理業務受注者

及び測量・調査・設計業務等受注者が対等の立場で合議し、結論を得ることをいう。 
 （28）「提出」とは、監理業務受注者もしくは測量・調査・設計業務等受注者が調査職

員に対し、業務に係わる書面又はその他の資料を説明し、差し出すことをいう。 
    ただし、測量・調査・設計業務等受注者からの提出にあたっては監理業務者を経

由する。 
 （29）「書面」とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記載し、署名又は捺

印したもの、もしくは情報共有システムによる電子書類（電子押印）を有効とする。

緊急を要する場合はファクシミリ及び電子媒体により伝達できるものとするが、後

日有効な書面と差し換えなければならない 

（30）「提示」とは、調査職員が監理業務受注者もしくは測量・調査・設計業務等受

注者に対し、または監理業務受注者もしくは測量・調査・設計業務等受注者が

調査職員もしくは監理業務者に対し業務に係わる書面またはその他の資料を示

し、説明することをいう。 

（31）「確認」とは、契約図書に示された事項について、臨場もしくは関係資料により、

その内容について契約図書との適合を確かめることをいう。 

 （32）「立会」とは、契約図書に示された項目において、調査職員もしくは監理業務者が

臨場し、内容を確認することをいう。 
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 （33）「評価」とは、調査職員もしくは監理業務者が特定の事項について適否を判定

することをいう。 

 （34）「照査」とは、調査職員もしくは監理業務者が契約図書に示された項目につい

て網羅されているか照らし合わせ調べることをいう。 

 （35）「調整」とは、調査職員もしくは監理業務者が測量・調査・設計業務等受注者

から提出された書類等について、適切に整合を図ることをいう。 

（36）「実施」とは、調査職員もしくは監理業務者が所要の業務を実際に行うことを

いう。 

 （37）「受理」とは、調査職員が書類もしくは届け等を受け取り、内容を把握するこ

とをいう。 

 （38）「作成」とは、調査職員または監理業務者もしくは測量・調査・設計業務等受

注者が計画または試験結果等についての文書等を作り上げることをいう。 

 （39）「伝達」とは、監理業務者が調査職員からの指示もしくは通知について書面に

より測量・調査・設計業務等受注者に伝えることをいう。 

 （40）「検査」とは、契約図書に基づき、検査職員が監理業務の完了を確認することをい

う。 
 （41）「打合せ」とは、監理業務を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と調査職

員が面談により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。 
 （42）「修補」とは、発注者が検査時に監理業務受注者の負担に帰すべき理由による

不良箇所を発見した場合に監理業務受注者が行うべき訂正、補足その他の措置

をいう。 

 （43）「協力者」とは、監理業務受注者が監理業務の遂行にあたって、再委託する者

をいう。 

 

 

第4条 設計図書の貸与及び確認 

１．調査職員は、設計図書およびその他関係資料を、監理業務受注者に貸与するものと

する。ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販されているものについては、

受注者の負担において備えるものとする。 

 ２．監理業務受注者は、設計図書の内容を十分確認し、疑義のある場合は、調査職員

に書面により報告し、指示を受けなければならない。 

 ３．監理業務受注者は、貸与された設計図書およびその他関係資料を丁寧に扱い、損傷

してはならない。万一、損傷した場合には、監理業務受注者の責任と費用負担におい

て修復するものとする。 

 ４．監理業務受注者は、貸与された設計図書および関係資料等の必要がなくなった場合

ただちに調査職員に返却するものとする。 

 ５．監理業務受注者は、設計図書に定める守秘義務が求められる資料については複

写及び外部に持ち出してはならない。 
 
 

第 5条 業務の着手 

   受注者は、仕様書に定めが有る場合を除き、契約締結後１５日以内に業務に着手し

なければならない。この場合において、着手とは管理技術者が業務の実施のため調査

職員と打合せを行うことをいう。 

 

 

第6条 調査職員 

１．発注者は、監理業務における調査職員を定め、監理業務受注者に通知するものとす 
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る。 

２．調査職員は、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等の 

職務を行うものとする。 

３．調査職員の権限は、契約書第８条２項に規定した事項である。 

 ４．調査職員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、

緊急を要する場合において、調査職員が監理業務受注者に対し口頭による指示等

を行った場合には、受注者はその指示等に従うものとする。調査職員はその指示

等を行った後７日以内に書面で受注者にその内容を通知するものとする。 

 

 

第7条 監理業務者 

１．監理業務受注者は、監理業務における管理技術者、主任技術者及び技術員を定め、

発注者に通知するものとする。 

  なお、受注者が設計共同体の場合は、代表者が管理技術者を配置すること。 

２．主任技術者及び技術員は、履行期間において勤務地に常駐し、本業務に専任するも

のとする。 

３．管理技術者は、いずれかの主任技術者と兼務が可能とする。 

４．主任技術者は、いずれかの主任技術者とも兼務はできない。 

５．監理業務者は、仕様書第２章第２条に規定する資格を有する者でなければならない。 

６．管理技術者に委任できる権限は、契約書第９条第２項に規定する事項のほか、仕様

書第２章第５条に規定する範囲において、主に測量・調査・設計業務等受注者に対す

る指示・承諾または協議の調整を行うものとし、調査職員と同等な立場とする。 

 ７．主任技術者に委任できる権限は、仕様書第２章第５条に規定する範囲において、主

に測量・調査・設計業務等受注者に対する指示・承諾または協議の調整を行うものと

し、調査職員と同等の立場とする。 

 ８．技術員は、指示、承諾、協議及び確認の適否等の権限を有しないものとする。ただ

し、測量・調査・設計業務等受注者に対して監理業務上必要な資料等に関して、

説明を求めることができる。 

 

 

第8条 適切な技術者配置 

   管理技術者、主任技術者及び技術員を仕様書第２章第２条第７項に基づき変更

する場合、調査職員は、必要に応じて下記に示す事項について、報告を求めることが

できる。 

   一 技術者経歴・職歴 

   二 資本・人事面において、関係があると認められると考えられる企業の名称、及

び受注者とその企業との関係に関する事項。 

 

 

第9条 提出書類 

 １．監理業務受注者は、発注者が指定した別添様式（別紙－１）により、契約締結後

に関係書類を発注者に遅滞なく提出しなければならない。ただし、業務委託料（以

下、「委託料」という。）に係る請求書、請求代金代理受領承諾書、遅延利息請求

書、調査職員に関する措置請求に係る書類およびその他現場説明の際指定した書

類を除く。 

 ２．監理業務受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、監理

業務受注者において様式を定め提出するものとする。ただし、発注者がその様式

を指示した場合は、これに従わなければならない。 
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 ３．監理業務受注者は、契約時または完了時において、請負金額が 100 万円以上の業

務について、測量調査設計業務実績情報システム（TECRIS）に登録する場合には、

これに基づき、受注・変更・完了時に業務実績情報として「登録のための確認の

お願い」を作成し、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内

に、登録内容の変更時は変更があった日から、土曜日、日曜日、祝日等を除き１

０日以内に、完了時は業務完了後、土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、

調査職員の確認を受けたうえ、登録機関に登録申請するものとする。なお、登録

内容に訂正が必要な場合、TECRIS に基づき、「訂正のための確認のお願い」を作成

し、訂正があった日から、土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に調査職員

の確認を受けたうえ、登録機関に登録申請するものとする。 

   また、登録機関に登録後、TECRIS より「登録内容確認書」をダウンロードし、

直ちに調査職員に提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が、土曜

日、日曜日、祝日等を除き１０日間に満たない場合は、変更時の提出を省略でき

るものとする。 

 

 

第10条 業務打合せ等 
 １．監理業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者等と調査職員は常に密接な連

絡をとり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都

度監理業務受注者が打合せ記録簿に記録し、相互に確認しなければならない。 

 ２．管理技術者等は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は速やか

に調査職員と協議するものとする。 

 

 

第11条 業務計画書 

 １．監理業務受注者は、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成し調査職員に提出

しなければならない。 

 ２．業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

 （１）業務概要        （２）実施方針  

 （３）業務工程        （４）業務組織計画 

 （５）打合せ計画       （６）使用する主な図書及び基準 

 （７）連絡体制（緊急時含む） （８）その他 

 ３．監理業務受注者は、業務計画書の内容を常に最適な状態に維持し、業務計画書の内

容を変更する場合は理由を明確にしたうえ、その都度調査職員に変更業務計画書を提

出しなければならない。 

 ４．調査職員が指示した事項については、監理業務受注者はさらに詳細な業務計画に係

る資料を提出しなければならない。 

 ５．発注者は監理業務受注者から提出された業務計画書のうち、測量・調査・設計業務

等受注者が必要とする部分を周知するものとする。 

 

 

第12条 関係官公庁への手続き等 

 １．監理業務受注者は、監理業務の実施にあたって発注者が行う関係官公庁等への手

続きに協力しなければならない。また監理業務受注者は、監理業務を実施するた

め、関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場合は、速やかに行うものとする。 

 ２．監理業務受注者が、関係官公庁等から再検討、要望、指示等を受けた場合は、遅

滞なくその旨を調査職員に報告するものとし、調査職員の承諾を得て、測量・調

査・設計業務等受注者に対し、必要な対処案の作成を指示し、その結果について
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調査職員と協議するものとする。 

 

 

第13条 地元関係者との交渉等 

１．地元関係者への説明、交渉等は調査職員の指示・指導により監理業務受注者が行う

ものとする。これらの交渉に当たり、監理業務受注者は地元関係者に誠意を持って接

しなければならない。 

 ２．監理業務受注者は、監理業務の実施に当たり地元関係者から再検討、要望等を受け

た場合は、遅滞なくその旨を調査職員に報告するものとし、調査職員の承諾を得

て、測量・調査・設計業務等受注者に対し、必要な対処案の作成を指示し、その

結果について調査職員と協議するものとする。説明等は原則として調査職員の指

示を受けてから行うものとし、地元関係者との間に紛争が生じないように努めなけれ

ばならない。 

 ３．監理業務受注者は、設計図書の定め、あるいは調査職員の指示により監理業務受注

者が行うべき地元関係者への説明、交渉等を行う場合には、交渉等の内容を書面で随

時、調査職員に報告し、指示があればそれに従うものとする。 

 

 

第14条 土地への立入り等 

 １．監理業務受注者は、監理業務の実施のため国有地、公有地又は私有地に立入る場合

は、調査職員及び関係者と十分な協調を保ち業務が円滑に進捗するように努めなけれ

ばならない。なお、第三者の土地への立入について、当該土地占有者の許可は監理業

務受注者が得るものとする。また、やむを得ない理由により現地への立入りが不可能

となった場合には、ただちに調査職員に報告し指示を受けなければならない。 

 ２．監理業務受注者は、業務の遂行のため植栽伐採、垣、柵等の除去又は土地もしくは

工作物を一時使用する時は、あらかじめ調査職員に報告するとともに、当該土地所有

者及び占有者の許可を得るものとする。 

 ３．監理業務受注者は前項の場合において生じた損失のため必要となる経費の負担につ

いては、設計図書に示す外は調査職員と協議により定めるものとする。 

 ４．監理業務受注者は、第三者の土地への立入に当たっては、あらかじめ身分証明書交

付願を発注者に提出し身分証明書の交付を受け、現地立入りに際してはこれを常に携

帯しなければならない。 

 

 

第15条 成果品の提出 

 １．監理業務受注者は、監理業務が完了したときは仕様書第 2 章第 8 条に規定する成

果品を提出し、検査を受けるものとする。 

 ２．監理業務受注者は、調査職員から指示された場合、履行期間途中においても、成

果品の部分引渡しを行うものとする。 

３．成果品において使用する計量単位は、国際単位系（ＳＩ）を使用するものとす

る。 

 ４．監理業務受注者は、「土木設計業務等の電子納品要領（案）（以下「要領」という。）」

に基づいて作成した電子データにより成果品を提出するものとする。 

「要領」で特に記載が無い項目については、調査職員と協議のうえ決定するものと

する。 

なお、電子納品に対応するための措置については「電子納品運用ガイドライン（案）」、

「現場における事前協議ガイドライン（案）」を参考にするものとする。 
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第16条 関係法令及び条例の遵守 

監理業務受注者は、監理業務の実施にあたっては関連する関係諸法規及び条例

等を遵守しなければならない。 

 

 

第17条 検査 

 １．監理業務受注者は、契約書第２９条第１項の規定に基づき、業務完了報告書を発

注者に提出する際には、契約図書により義務付けられた資料の整備がすべて完了

し、調査職員に提出していなければならない。 

 ２．発注者は、検査を行うときは、監理業務受注者に対してあらかじめ書面をもっ

て検査日を通知するものとする。検査にあたっては、監理業務受注者は検査に必

要な書類及び資料等を用意しなければならない。検査に要する費用は監理業務受

注者の負担とする。 

 ３．検査職員は、調査職員及び管理技術者の立会の上、次の各号に掲げる事項につ

いて、書類、記録等により検査を行うものとする。 

  （１）監理業務契約執行状況 

  （２）監理業務管理状況 

 

 

第18条 情報セキュリティにかかる事項 

  受注者は、発注者と同等以上の情報セキュリティを確保しなければならない。 

 

 

第19条 条件変更 

調査職員が、契約書第１６条、第１７条及び第１９条の規定に基づく設計図書

の変更、又は訂正の必要が生じた場合は監理業務受注者に対してその旨の指示を

行うものとする。 

 

 

第20条 契約変更 

 １．発注者は、次の各号に掲げる場合において、監理業務委託契約の変更を行うも

のとする。 

  （１）委託料に変更を生じる場合 

  （２）履行期間の変更を行う場合 

  （３）調査職員と監理業務者が協議し、監理業務施行上必要があると認められる場

合。 

  （４）契約書第２８条の規定に基づき委託料の変更に代える設計図書の変更を行っ

た場合 

 ２．発注者は、前項の場合において、変更する契約図書を次の各号に基づき作成す

るものとする。 

  （１）仕様書第１９条の規定に基づき調査職員が監理業務受注者に指示した事項 

  （２）監理業務の一時中止に伴う増加費用及び履行期間の変更等決定済の事項 

  （３）その他発注者又は調査職員と監理業務受注者との協議で決定された事項 

 

 

第21条 履行期間の変更 

 １．発注者は、監理業務受注者に対して監理業務の変更の指示を行う場合は、履行
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期間変更協議の対象であるか否かを合わせて事前に通知しなければならない。 

 ２．契約書第２１条に基づき発注者の請求により履行期間を短縮した場合には、監

理業務受注者は速やかに業務工程表を修正し提出しなければならない。 

 

 

第22条 業務の中止  

 １．契約書第１８条第２項の規定により、発注者は、次の各号に該当する場合にお

いて、必要と認める期間、監理業務の全部又は一部を一時中止させるものとする。 

  （１）関連する測量・調査・設計業務等の全部又は一部を一時中止、監理業務等の

続行を不適当と認めた場合 

  （２）環境問題等の発生により監理業務の続行が不適当又は不可能となった場合 

  （３）第三者及びその財産、監理業務受注者、使用人並びに調査職員の安全確保の

ため必要があると認めた場合 

  （４）前各号に掲げるものの他、発注者が必要と認めた場合 

 ２．発注者は、監理業務受注者が契約図書に違反し、又は調査職員の指示に従わな

い場合等、調査職員が必要と認めた場合には、監理業務の全部又は一部を一時中

止させることができるものとする。 

 ３．発注者は、１項、２項の事象が発生した場合は、監理業務受注者に通知するも

のとする。 

 

 

第23条 発注者の賠償責任 

発注者は、以下の各号に該当する場合、損害の賠償を行わなければならない。 

  （１）契約書第２５条に規定する一般的損害、契約書第２６条に規定する第三者に

及ぼした損害について、発注者の責に帰すべきものとされた場合 

  （２）発注者が契約に違反し、その違反により契約の履行が不可能となった場合 

 

 

第24条 監理業務受注者の賠償責任 

監理業務受注者は、以下の各号に該当する場合、損害の賠償を行わなければな

らない。 

  （１）契約書第２５条に規定する一般的損害、契約書第２６条に規定する第三者に

及ぼした損害について、監理業務受注者の責に帰すべきものとされた場合 

  （２）監理業務受注者の責により損害が生じた場合 

 

 

第25条 再委託 

 １．監理業務受注者は、仕様書第２章第５条に掲げる「監理業務の内容」について再

委託することはできない。 

 ２．監理業務受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレｰス、資料

整理などの簡易な業務の再委託にあたっては発注者の承諾を必要としない。 

 ３．監理業務受注者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託にあたっては、

発注者の承諾を得なければならない。 

 

 

第26条 成果物の使用等 

１．監理業務受注者は、発注者の承諾を得て、単独又は他の者と共同で、成果品等

を発表することができる。 
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第27条 守秘義務 

 １．監理業務受注者は、契約書第１条第６項の規定により、監理業務の実施過程で知

り得た内容（貸与された資料の内容を含む）については、第三者（他工区の監理

業務受注者を含む）に漏らしてはならない。 

 ２．監理業務受注者は、成果品等の発表に際しての守秘義務については、仕様書第１

章第２６条の承諾を受けた場合はこの限りではない。 

 ３．監理業務受注者は、貸与された成果品（業務履行過程において得られた記録等を含

む）を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、発注者の承諾

を得たときはこの限りではない。 

 

 

第28条 個人情報の取扱い 

 １．発注者及び監理業務受注者は個人情報の取扱いに際しては、個人の権利利益を保護

するため、「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８

号）」及びその他個人情報に関する法令を遵守するとともに、受注者は個人情報の漏洩、

減失、改ざん又はき損の防止その他個人情報の適切な管理を行い、業務を履行しなけ

ればならない。 

 ２．個人情報とは、個人に関する情報で氏名、生年月日、住所、その他の記述等により

特定の個人を識別できるものをいう。 

 ３．監理業務受注者は本業務により取得した個人情報（発注者から貸与を受けた個人情

報を含む、以下「取得個人情報等」という）をみだりに他人に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならない。契約が終了（解除の場合を含む）した後においても同様と

する。 

 ４．監理業務受注者は、本業務を実施するための取得する個人情報については、あらか

じめ本人に対しその利用目的を明示しなければならない。また当該利用目的の達成に

必要な範囲内で適正かつ公平な手段で取得しなければならない。 

 ５．監理業務受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、取得個人情報等を本

業務の実施上の目的以外のいかなる目的のために自ら使用し、又は提供してはならな

い。契約が終了（解除の場合を含む）した後においても同様とする。 

 ６．監理業務受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、取得個人情報等を複

写し、又は複製してはならない。 

 ７．監理業務受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、取得個人情報等につ

いては自ら取り扱うものとし、第三者にその取扱いを伴う業務を再委託してはならな

い。 

 ８．監理業務受注者は、取得個人情報等の漏洩、減失又はき損等の事案発生または発生

のおそれがあることを知ったときは速やかに発注者に報告し、適切な措置を講じなけ

ればならない。 

 ９．監理業務受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き取得個人情報等及びそ

の複写物、複製物について契約の終了後（解除の場合を含む）速やかに発注者に返還

しなければならない。ただし、発注者が廃棄又は消去を指示したときは当該指示に従

うものとする。 

 10．監理業務受注者は、取得個人情報等の管理に関する責任者を特定するなど管理体制

を定めなければならない。また発注者は、監理業務受注者における取得個人情報等管

理状況について、随時監理業務受注者に対して取得個人情報等の取扱いについて報告

を求め、又は調査することができるものとする。 
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第29条 安全等の確保 

 １．監理業務受注者は、使用人等（協力者又はその代理人若しくはその使用人その他

これに準じる者を含む。以下、「使用人等」という。）の雇用条件、賃金の支払い

状況、作業環境等を十分に把握し、適正な労働条件を確保しなければならない。 

 ２．監理業務受注者は、屋外で行う監理業務に際しては、監理業務関係者だけでなく、

付近住民、通行者、通行車両等の第三者の安全確保に努めなければならない。 

 ３．監理業務受注者は、屋外で行う監理業務の実施に当たり、事故等が発生しないよ

う使用人等に安全教育の徹底を図り、指導、監督に努めなければならない。 

 ４．監理業務受注者は、屋外で行う監理業務の実施にあたっては安全の確保に努めると

ともに、労働安全衛生法等関係法令に基づく措置を講じておくものとする。 

 ５．監理業務受注者は、屋外で行う監理業務の実施中に事故等が発生した場合は、直

ちに調査職員に報告するとともに、調査職員が指示する様式により事故報告書を

速やかに調査職員に提出し、調査職員から指示がある場合にはその指示に従わな

ければならない。 

 

 

第２章  監 理 業 務 

 

 

第１条 適用業務 

 １．本業務は、担当工区に係る「測量・調査・設計業務等に対する指導・調整等」「地元

及び関係行政機関等との協議等」「事業監理等」を行うものとする。 

 ２．本業務の実施にあたっては、本仕様書のほか次に掲げる図書等を熟知し、前項に定

める業務を遂行しなければならない。 

 

  （１）設計業務等共通仕様書〔平成 23年度以降適用〕 

  （２）測量業務共通仕様書〔平成 23年度以降適用〕 

  （３）地質・土質調査業務共通仕様書〔平成 23年度以降適用〕 

  （４）担当工区に係る測量・調査・設計業務等の契約図書 

  （５）土木工事共通仕様書〔平成 23年度以降適用〕 等 

 

 

第２条 監理業務者の資格等 

 １．管理技術者に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりとする。 

資 格 及 び 業 務 実 績 

【資格】 

 規定しない 

 

【業務実績】 

 下記のいずれかに該当すること 

① 道路に関する技術者としての実務経験を１０年以上有し、その実務経験の中

で、以下に示すいずれかの経験を有すること。 

  １）自動車専用道路又は一般国道の調査・設計業務に関し、指導的立場（※1）

で従事した経験（１業務以上）を有するもの。 

  ２）自動車専用道路又は一般国道の新設又は改築工事に関し、指導的立場（※

1）で従事した経験（１工事以上）を有するもの。 

② 自動車専用道路または一般国道に関するＰＭ（※２）又はＣＭ（※３）に指
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導的立場（※1）で従事した経験を有するもの。 

③ 道路分野において十分な技術的実務経験（※４）を有するもの。 

 

※1「指導的立場」とは以下の立場をいう。 

  １）調査・設計業務の場合には、管理技術者（当該業務に係る契約の履行に関

する管理及び統括を行うものをいう）の立場をいう。 

  ２）工事の場合には、主任技術者又は、監理技術者の立場をいう。 

 ３）ＰＭまたはＣＭの場合には、当該業務の履行に関する管理及び統括を行う

ものをいう。 

※2「ＰＭ（プロジェクト・マネジメント）」とは、事業を効率的に進めるために、

事業工程管理、懸案事項管理、事業費管理、用地取得管理などを行うマネジ

メント業務の総称。 

※3「ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）」とは、工事の円滑な履行のた

め、施工段階において、工程管理、施工管理、品質管理、コスト管理、工事

間施工調整などを行うマネジメント業務の総称 

※4十分な技術的実務経験とは、道路分野における 20年以上の実務経験、又は道

路分野における論文、委員会活動等の優れた実績をいう。 

 

 

 ２．主任技術者（事業管理担当）に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりとする。 

資 格 及 び 業 務 実 績 

【資格】 

下記のいずれかの資格を有すること。 

① 技術士（総合技術監理部門（建設）または建設部門（土質及び基礎、鋼構造

及びコンクリート、都市及び地方計画、道路、トンネル、施工計画、施工設

備及び積算、建設環境のいずれか）） 

② 土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級） 

③ ＲＣＣＭ（技術士部門と同様の部門に限る） 

④ １級土木施工管理技士 

⑤ 公共工事品質確保技術者（Ⅰ）（※１） 

 

※１「公共工事品質確保技術者（Ⅰ）」とは、社団法人全日本建設技術協会が実

施する、公共工事品質確保技術者（Ⅰ）資格試験に合格したもの。 

 

【業務実績】 

 下記のいずれかに該当すること 

① 道路に関する技術者としての実務経験を１０年以上有し、その実務経験の中

で、以下に示すいずれかの経験を有すること。 

  １）自動車専用道路又は一般国道の調査・設計業務に従事した経験（１業務以

上）を有するもの。 

  ２）自動車専用道路又は一般国道の新設又は改築工事に従事した経験（１工事

以上）を有するもの。 

② 自動車専用道路又は一般国道に関するＰＭ（※１）又はＣＭ（※２）に従事

した経験を通算して２年以上有すること。 

③ 道路分野において十分な技術的実務経験（※３）を有するもの。 

 

※1「ＰＭ（プロジェクト・マネジメント）」とは、事業を効率的に進めるために、

事業工程管理、懸案事項管理、事業費管理、用地取得管理などを行うマネジ
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メント業務の総称。 

※2「ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）」とは、工事の円滑な履行のた

め、施工段階において、工程管理、施工管理、品質管理、コスト管理、工事間

施工調整などを行うマネジメント業務の総称 

※3十分な技術的実務経験とは、道路分野における 20年以上の実務経験、又は道

路分野における論文、委員会活動等の優れた実績をいう。 

 

 

 ３．主任技術者（調査設計担当）に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりとする。 

資 格 及 び 業 務 実 績 

【資格】 

下記のいずれかの資格を有すること。 

① 技術士（総合技術監理部門（建設）または建設部門（土質及び基礎、鋼構造

及びコンクリート、都市及び地方計画、道路、トンネル、施工計画、施工設備

及び積算、建設環境のいずれか）） 

② 土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級） 

③ ＲＣＣＭ（技術士部門と同様の部門に限る） 

④ １級土木施工管理技士 

 

【業務実績】 

 ①道路に関する技術者としての実務経験を１０年以上有し、かつ自動車専用道路

又は一般国道の調査・設計業務に関する実務経験（１業務以上）を有するもの。 

 

 

 ４．主任技術者（用地担当）に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりとする。 

資 格 及 び 業 務 実 績 

【資格及び業務実績】 

下記のいずれかを有すること 

①補償業務管理士（８部門のうちのいずれかの部門） 

②用地業務（※１）に関する実務経験を１０年以上有するもの。 

 

※１「用地業務」とは、補償コンサルタント登録規定（昭和５９年９月２１日建設

省告示第１３４１号）第２条に定める別表に掲げる登録部門に関する業務をい

う。 

 

 

５．主任技術者（施工担当）に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりとする。 

資 格 及 び 業 務 実 績 

【資格】 

下記のいずれかの資格を有すること。 

① 技術士（総合技術監理部門（建設）または建設部門（土質及び基礎、鋼構造

及びコンクリート、都市及び地方計画、道路、トンネル、施工計画、施工設備

及び積算、建設環境のいずれか）） 

② 土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級） 

③ ＲＣＣＭ（技術士部門と同様の部門に限る） 

④ １級土木施工管理技士 
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【業務実績】 

 ①道路に関する技術者としての実務経験を１０年以上有し、かつ自動車専用道路

又は一般国道の新設又は改築工事に関する実務経験（１工事以上）を有するこ

と。 

 

 ６．技術員の資格及び業務実績は規定しない。 

 

７．管理技術者、主任技術者及び技術員は、止むを得ない理由があると認められる場合を

除き変更できない。ただし、下記条件を全て満たす場合は変更を認めるものとする。 

  （１）後任技術者について、仕様書第２章第２条１項から６項に該当する技術者であ

ること。 

（２）発注者が認めた者であること。 

  なお、従事期間が１年間に満たない者は、TECRIS 登録において登録技術者とし

て認めない。 

 

 

第３条 管理技術者の恒常的雇用関係 

   管理技術者は、本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の受注

者と直接的雇用関係がなければならない。 

 

 

第４条 中立公平性 

 １．担当工区内において、監理業務受注者及び監理業務受注者と資本面・人事面で関係

がある者が受注している業務については、業務範囲の対象外とする。 

 ２．本業務受注者及び本業務受注者と資本面・人事面で関係がある者は、本業務の担当

工区内の業務（発注者支援業務等（注１）を除く）または工事の入札に参加し、また

は受注者となることはできない（業務の設計共同体または工事の共同企業体の場合は

その構成員となることもできない）。 

   また、本業務の受注者の出向・派遣元及び、出向・派遣元と資本面・人事面で関係

のある者についても、前記と同様の扱いとする。 

   なお、「参加」とは、業務または工事の入札に参加すること、または業務または工事

の下請けとして参加することをいう。 

   資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。 

   １）一方の会社が、他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を

保有し、又はその出資額の総額の１００分の５０を超える出資をしている場合。 

   ２）一方の会社の代表権を有する役員が、他方の会社の代表権を有する役員を兼ね

ている場合。 

  （注１）発注者支援業務等とは、積算技術業務、工事監督支援業務、技術審査業務、

河川巡視支援業務、河川許認可審査支援業務、ダム管理支援業務、堰・排水機

場管理支援業務、道路巡回業務、道路許認可審査・適正化指導業務、用地補償

総合技術業務をいう。 
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第５条 監理業務の内容 

 

 １．監理業務の体系は次のとおりとする。 

 

  （１）体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    測量・設計・業務等     関係行政機関 

                   地元関係者 

 

   

 

 

 

  （２）監理業務受注者は、次項の業務内容について発注者と一体となって業務を遂行

するものとする。ただし、予算管理、契約に関する事項、業務に関する最終判断

及び指示等については、発注者の権限とする。 

 

  （３）業務の実施にあたっては、発注者の全体的な管理の下、密接に連携して以下の

業務を分担・協力して実施するものとする。分担内容、協力内容については、

発注者と調整のうえ決定し実施する。 

 

 ２．監理業務者が行う主な業務は、次のとおりとする。 

   (１) 測量・調査・設計業務等に対する指導・調整等 

    ① 設計方針の調整 

    ② 工程の把握及び調整 

    ③ 測量・調査・設計業務等の指導・助言 

    ④ 測量・調査・設計業務の指示協議等 

    ⑤ 測量・調査・設計業務成果内容の確認 

   ⑥ 測量・調査・設計業務の検査資料確認 

 

   (２) 地元及び関係行政機関等との協議等 

    ① 測量・調査・設計業務等の立入に関する地元説明 

    ② 測量・調査・設計業務等に関する地元との調整・協議 

②  関係行政機関等との調整・協議等 

 

発注者（調査職員） 
総括調査員、主任調査員、 
調査員（調査・用地担当） 

監理業務者 
（管理技術者、主任技術者、技術員） 

指示、承諾、通知 

報告、提出、立会依頼 

①指示、指示(伝達)、承諾（伝達）、報告、協議調整、説明 

②協議、報告、提出、立会依頼、承諾、意見、要望、苦情 

(1)：測量・調査・設計業務等

に対する指導・調整等 
(2)：地元及び、関係行政

機関等との協議等 
(3)：事業管理等 

① ② ① ② ② ① 
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   (３) 事業管理等 

    ① 全体事業計画に関する基本方針案の検討 

    ② 事業計画案の検討 

    ③ 事業計画案の進捗状況管理 

    ④ 事業期間の短縮に関する検討 

    ⑤ 事業のコスト縮減に関する検討 

    ⑥ 用地取得計画の検討及び用地進捗管理 

    ⑦ 工事計画の検討 

    ⑧ 事業に関する情報公開、広報の企画及び実施 

    ⑨ その他事業の推進に関すること 

 

 

 ３．監理業務の業務内容は、次に示すとおりとする。 

   (１) 測量・調査・設計業務等に対する指導・調整等 

    １）設計方針等の調整 

       監理業務者は、測量・調査・設計業務等受注者から提出される業務計画書

等の確認を行い、確認した業務計画書を調査職員に提出するものとする。ま

た、隣接する区間との設計方針等の調整を行うものとする。 

    ２）工程の把握及び調整 

     ① 測量・調査・設計業務等の工程を把握するとともに、検査時期、業務成果

品の引渡し時期を確認し、調査職員に報告するものとする。 

     ② 監理業務者は、予定工程が著しく遅れることが予想される測量・調査・設

計業務等がある場合は、当該測量・調査・設計業務等受注者に対して、その

理由とフォローアップの実施を求めるものとする。 

     ③ 監理業務者は、測量・調査・設計業務等の進捗の遅れが、全体工程に対し

著しく影響があると判断される場合は、その旨を調査職員に報告しなければ

ならない。また、当該測量・調査・設計業務等受注者から事情を把握し、全

体業務工程の最適化を図るための是正措置を提案するものとする。また、隣

接する区間との工程について、調整を図るものとする。 

    ３）測量・調査・設計業務等の指導・助言 

     ① 工事施工の観点及び、事業期間の短縮等が図られるよう、測量・調査・設

計業務等受注者に対し、適切かつ的確な指導・助言を行うものとする。 

     ② 測量・調査・設計業務等が効率的、効果的に実施できるよう、測量・調査・

設計業務等受注者に対し、適切かつ的確な指導・助言を行うものとし、その

内容について調査職員に報告するものとする。 

    ４）測量・調査・設計業務の指示協議等 

       測量・調査・設計業務等の契約書及び設計図書に示された指示、承諾、協

議及び受理等について、調査職員の指示により必要に応じて現場条件等を把

握し、対応案を作成し調査職員に提出するものとする。 

    ５）測量・調査・設計業務成果内容の確認 

     ① 測量・調査・設計業務成果について、成果の妥当性、事業期間の短縮等の

観点から業務内容の確認を行い、その結果を調査職員に報告するものとする。 

② 測量・調査・設計業務等において行う工法・施工計画について、効率的、

効果的な施工方法及び施工計画となるよう代替案、改善案について検討を行

い、調査職員に報告するものとし、調査職員の承諾を得て、測量・調査・設

計業務等受注者に対し必要な対処案の作成を指示し、その結果について調査

職員と協議するものとする 

    ６）測量・調査・設計業務等の検査資料確認 
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       測量・調査・設計業務の契約図書により義務づけられた資料及び、検査に

必要な書類及び資料等について確認を行うものとする。また、監理業務者は、

業務完了検査に立会うものとする。 

 

   (２) 地元及び関係行政機関等との協議等 

     地元協議及び関係行政機関等との協議にあたっては、調査職員の指示・指導に

基づき行うものとする。 

 １）測量・調査・設計業務等の立入に関する地元説明 

       測量・調査・設計業務等の実施に伴い、地元関係者の土地に立入る必要が

ある場合は、調査職員の指示により、当該地元関係者に対し土地立入につい

て了解を得るものとする。 

    ２）測量・調査・設計業務等に関する地元との調整・協議 

       地元関係者等から事業に関する苦情・要望等があった場合、その内容を確

認し調査職員に報告するものとし、調査職員の指示により当該関係者と協議

を行うものとする。 

    ３）関係行政機関等との調整・協議等 

     ① 設計等を実施する前に、関係行政機関と設計条件等の基本的事項を確認（計

画協議）するものとし、その結果について調査職員に報告し、指示を受ける

ものとする。 

     ② 計画協議に基づき実施した設計内容を確認する他、工事を施工するうえで

必要な設計の詳細内容及び設計施工協議の状況を確認するものとし、その結

果について調査職員に報告し、指示を受けるものとする。 

     ③ 供用目標を念頭におき、関係行政機関等との速やかな調整・協議を図るも

のとする。なお、関係行政機関等から再検討、要望、指示等を受けた場合

は、遅滞なくその旨を調査職員に報告するものとし、調査職員の承諾を得

て、測量・調査・設計業務等受注者に対し、必要な対処案の作成を指示し、

その結果について調査職員と協議するものとする。 

     ④ 保安林解除、埋蔵文化財調査、環境調査及びその他事業の推進に必要な調

整・協議事項について、調査職員の指示により適切に処理するものとする。

なお、関係行政機関等から再検討、要望、指示等を受けた場合は、遅滞な

くその旨を調査職員に報告するものとし、調査職員の承諾を得て、測量・

調査・設計業務等受注者に対し、必要な対処案の作成を指示し、その結果

について調査職員と協議するものとする。 

 

   (３) 事業管理等 

    １）全体事業計画に関する基本方針案の検討 

       事業を円滑に推進するために必要な事項を明確にし、事業計画の基本方針

案の検討を行うものとする。 

    ２）事業計画案の検討 

       効率的な事業展開となるよう事業計画案の検討を行うものとする。 

    ３）事業計画案の進捗状況管理 

     ① 事業計画案の中で策定された工程と、実際の事業進捗状況を常に把握し、

調査職員に報告するものとする。 

② 事業進捗状況により、事業計画の変更や作業手順の見直しを必要に応じて

実施し、調査職員に報告するものとする。 

    ４）事業期間の短縮に関する検討 

     ① 供用目標が達成できるよう、事業期間を短縮するためのメニューについて

提案を行い、調査職員に報告するものとする。 
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     ② 調査職員の指示により、提案に基づく事業計画等の見直しを行うものとし、

その結果について調査職員に報告するものとする。 

    ５）事業のコスト縮減に関する検討 

     ① 対象業務の設計図書に定める工事目的物の機能、性能を低下させることの

ない、計画段階におけるコスト縮減の提案を行い、調査職員に報告するもの

とする。 

     ② 調査職員の指示により、提案に基づく具体的な検討を行うものとし、その

結果について調査職員に報告するものとする。 

    ６）用地取得計画の検討及び用地進捗管理 

     ① 用地取得の進捗状況を整理すると共に、法令等による土地利用制限のある

土地を把握し、工事の早期着工及び事業実施期間短縮のための用地取得計画

の提案を行うものとする。 

     ② 支障となる公共施設の移転時期及び移転方法の調整を行う。 

    ７）工事計画の検討 

     ① 事業計画及び事業の進捗状況等を考慮し、効率的な工事計画の検討を行い、

調査職員に報告するものとする。 

     ② 工事計画及び調査・設計業務の成果に基づき、工事発注に必要な数量計算、

図面の作成及び確認を行い、調査職員に提出するものとする。 

     ③ ①の業務を行うにあたり、必要な資料の取りまとめを行う。 

    ８）事業に関する情報公開、広報の企画及び実施 

     ① 当該事業区間に関する情報公開のために、必要な資料を準備するものとす

る。 

     ② 事業に関する広報計画の立案を行うものとし、調査職員との協議により広

報計画に定める広報を実施するものとする。 

    ９）その他事業の推進に関すること 

       その他、事業推進に関する事項について検討を行うものとする。 

 

 ４．その他 

①監理業務者は、調査職員より指示があった事項についてその内容を把握し、

適切に処理しなければならない。 

     ②大規模災害発生時には、発注者及び測量・調査・設計業務等受注者と連携し

災害対応業務に協力しなければならない。 

 

 

第６条 監理業務受注者の責任 

   監理業務者が、善良な管理者の注意を怠り、本業務の本旨に従った履行をしなかっ

たことで、物的損害、人的被害、業務遅延等が発生した場合は、監理業務受注者は責

任を負う。 

 １．債務不履行の内容 

  （１）発注者又は調査職員の指示・承諾に基づかない測量・調査・設計業務等受注者

への権限行使により損害が生じた場合。 

  （２）監理業務者の故意又は過失により、測量・調査・設計業務等に損害が生じた場

合。 

  （３）監理業務者の責による履行遅滞により測量・調査・設計業務等の履行に支障が

生じた場合。 

 ２．責任における措置 

  （１）債務不履行による損害賠償が生じた場合は、監理業務受注者に請求する。 

  （２）地方支分部局所掌の業務委託契約に関わる指名停止等の処置要領に準じる。 
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第７条 業務の体制 

 １．本業務については、「事業管理に関する業務」、「調査・設計に関する業務」、「用地に

関する業務」、「施工に関する業務」に同時に対応できる体制を整え、実施するものと

する。 

 ２．体制の変更が生じた場合には、発注者と監理業務受注者との協議により行うものと

する。 

 

 

第８条 業務実施報告書 

 １．監理業務者は、業務の履行の報告を次のとおり調査職員に成果として提出しなけれ

ばならない。 

 

     なお、成果品の提出は下記のとおりとする。 

（１） 報告書          １部 

（２） 報告書原稿（電子媒体）  １式 

（３） その他必要な成果     １式 

 

 

第９条 その他 

 １．本業務の実施場所は、担当工区を管轄する事務所庁舎内を予定している。 

 ２．業務に必要な電算機器（パソコン、プリンター）、通信費及び事務用品等は受注者で

用意するものとする。  

 ３．業務で必要な自動車及び机・椅子は、受注者で準備するものとする。 

 ４．業務打合せは、発注者と週１回以上実施するものとし、管理技術者が出席するもの

とする。 

 

 

第１０条 疑義 

本業務について、設計図書に明記なき事項又は内容などに疑義が生じた場合は速 

やかに調査職員と協議するものとする。 

 

 
第１１条 技術提案 

    本業務の具体な内容については、プロポーザル方式の手続きにおいて提出された

技術提案の内容を受けて決定するものとする。 

 

成果品 提出時期等 成 果 内 容 

業務記録簿 

１回／週 

・毎日記録 

・監理業務者毎 

・調査職員に提出 

日々の監理業務の内容を書面で整理し報告する 

・契約の履行の確保に関する実施内容 

・監理業務に関する実施内容 

 

 

提出書、 

報告書等 

 

その都度 

・実施後に記録 

・調査職員に提出 

仕様書に基づき実施した検討事項等について、目的、 

経緯、結果を整理し報告する。 



 - 20 - 
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平成２４～２５年度 

三陸沿岸道路事業監理業務 

 

現場説明事項書 
 
 
１．本業務における監理業務者の配置は、次のとおりとします。 
 

工区名 監理業務者の配置 
歌津本吉工区 
気仙沼唐桑工区 
陸前高田工区 
山田宮古工区 

管理技術者  １名 （   ４４人日） 
主任技術者  ４名 （１，７１６人日） 
技術員    ３名 （１，２８７人日） 

吉浜釜石工区 
宮古田老工区 
田老普代工区 
洋野工区 

管理技術者  １名 （   ４４人日） 
主任技術者  ４名 （１，７１６人日） 
技術員    ４名 （１，７１６人日） 

宮古箱石工区 
普代久慈工区 

管理技術者  １名 （   ４４人日） 
主任技術者  ４名 （１，７１６人日） 
技術員    ５名 （２，１４５人日） 

 
 
２．業務打合せに係る旅費交通費として、（対象：管理技術者、主任技術者）次の打合せ回

数分を計上しています。 
                               （単位：回） 

 
 
３．滞在費として、監理業務遂行に係わる宿泊費（対象：主任技術者、技術員）を次のと

おり計上しています。 
    主任技術者  ６６０日／１人 
    技 術 員  ６６０日／１人 
 
 
４．現場内移動に係わる経費として、１日当たり２時間程度のライトバン運転を４２９日

分計上しています。 
 
 
５．本業務の執務室の使用可能時期については、下記のとおり予定しています。 
 

工区名 執務室がある事務所 使用可能時期 
歌津本吉工区 
気仙沼唐桑工区 

仙台河川国道事務所 平成２４年６月１日 

 業務着手時 中間打合せ 成果品納入時 計 
管理技術者 １ ８６ １ ８８ 
主任技術者 １   １ 
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陸前高田工区 
吉浜釜石工区 

釜石市に予定している新設

の事務所 
平成２４年６月１日 

山田宮古工区 
宮古箱石工区 
宮古田老工区 
田老普代工区 
普代久慈工区 
洋野工区 

三陸国道事務所 平成２４年６月１日 

 
 
６．業務の遂行に必要となる詰所等の必要が生じた場合は、借上げ費用及び期間等につい

て別途協議の上、設計変更の対象とします。 
 
７．ＯＡ機器賃貸料として、パソコン（CAD 有り）２２月分を各管理業務者の人数分、計

上しています。また、カラー複写機・複合機２２月分を計上しています。 
 
８．設計図書の他に提示する「見積参考資料」は、現場説明参加業者の迅速な見積もりに

対しての一資料であり、委託契約上は拘束力を生じさせるものではないことに留意し

てください。 
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平成２４～２５年度 

三陸沿岸道路事業監理業務 

参考資料 
１．監理業務の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．監理業務者の職種区分 

 
 
 
 
 
 
３．超過勤務手当について 
  主任技術者及び技術員については、超過業務標準相当額として、月当たり３０時間相

当分を計上しています。 

監理業務者 職 種 区 分 
管理技術者 主任技師 
主任技術者 技師（Ａ） 
技 術 員 技術員 

東北地方整備局ＨＰ（http://www1a.thr.mlit.go.jp/tohokunet/）の 
「三陸沿岸道路、横断道、中央道のルートについて」に 
三陸沿岸道路のルート図が掲載されておりますので参考にしてください。 
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⑩洋野工区（２０ｋｍ） 

⑨普代久慈工区（２５ｋｍ） 

⑧田老普代工区 （２０ｋｍ） 

⑦宮古田老工区（２１ｋｍ） 

⑤山田宮古工区（１４ｋｍ） 

④吉浜釜石工区（２０ｋｍ） 

③陸前高田工区（８ｋｍ） 
②気仙沼唐桑工区（１０ｋｍ） 

①歌津本吉工区（１２ｋｍ） 
気 仙 

 

④吉浜釜石工区 

⑥宮古箱石工区 

新規区間 

（３３ｋｍ） 
業
務
対
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区
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